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（別記様式第１号） 

 

浜の活力再生広域プラン 
 
１ 広域水産業再生委員会 

 

広域委員会の

構成員 
種市北地区地域水産業再生委員会 

（種市漁協、玉川浜漁協、戸類家漁協、洋野町） 

種市南地区地域水産業再生委員会 

（種市南漁協、小子内浜漁協、洋野町） 

岩手県漁業協同組合連合会 

岩手県 

オブザーバー 岩手県栽培漁業協会 
岩手県定置漁業協会 
岩手県沿岸漁船漁業組合 
公益財団法人 岩手県漁業担い手育成基金 

 
 

対象となる地

域の範囲及び

漁業の種類 

岩手県洋野町沿岸地域（角浜～中野） 
【種市北地区】 

正組合員数  325 名、准組合員数 88 名 

採介藻漁業 延べ 325名 

漁船漁業  延べ  38名 

潜水漁業  延べ  1名 

【種市南地区】 

正組合員数  265 名、准組合員数 67 名 

  採介藻漁業 延べ 288 名 

漁船漁業  延べ 110名 

定置網漁業 延べ  28名 

【両地区計】 

 正組合員数  590 名、准組合員数 155 名 
※漁業種毎に重複者もいるため、合計は一致しない 

 
 
 

組織名 岩手県洋野町広域水産業再生委員会 

代表者名 会長 畑 川 吉 松 
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２ 地域の現状 
（１）地域の水産業を取り巻く現状等 

【地域の漁業の概要】 
洋野町は岩手県の最北部に位置し、南北に延長約 26ｋ

ｍの海岸線を有している（図１）。 
洋野町の漁場は、外洋に面して波が強く、水深も浅いこ

とから、県内の他地区で盛んな海藻・貝類養殖には適して

おらず、素潜りによる採介藻漁業と、定置網漁業が地域の

主要な漁業となっている。 
特に採介藻漁業は、地区内のほとんどの漁業者が営み、

洋野町全体の水揚げ金額の 5 割以上を占める重要な漁業

となっている（表１）。 
洋野町の海岸には大潮の干潮時に 150ｍ沖まで干出す

る広大な岩盤帯が広がっている（写真１）。岩盤には、幅

４ｍ、深さ１ｍ程度の「増殖溝」と呼ばれる人工の溝が掘

られ、ウニの増殖場として利用されている。この増殖溝で

は、潮の干満により海水が出入りすることで餌となる海藻

が繁茂しやすく、採介藻漁業の対象となるウニの成育しやすい環境が整っている。 
採介藻漁業者は、この増殖溝を中心に、後述するさまざまな漁場管理に取り組み、品質の高い

ウニを生産している。当地区のウニは市場の評価も高く、洋野町を代表する水産物となっている。 
町内の漁業協同組合、観光業者、飲食店、商工会は、ウニによる地域活性化のため、平成 17

年に「種市ウニぷろじぇくと」を立ち上げ、「種市ウニまつり」、「生ウニ丼 PR キャンペーン」、

「ウニの森づくり植樹祭」等のイベントを開催している。特に平成 17 年から開催している「種

市ウニまつり」は、年々規模を拡大し、現在では、来場者 2 万人を超える地域の一大イベントと

なっている（写真２）。 
表１ 洋野町の水揚金額に占める採介藻漁業の割合（単位：千円） 

（構成員である各漁協の業務報告書から算出） 
洋野町では、明治時代から 100 年以上続く伝統的な潜水技術が伝わっており、本地区から輩出

される潜水夫は「南部もぐり」として潜水業界でも有名であり、長年培われた潜水技術はウニや

ホヤを対象とした潜水漁業に活かされている。当地区には、全国で唯一の土木・工業系潜水技術

を習得することができる県立種市高等学校（海洋開発科）があり、その卒業生は、港湾の増築・

 
全体 

採介藻漁業 
採介藻漁業の割合 

ウニ アワビ その他海藻等 

H26 1,382,945 348,344 371,019 116,831 60.5% 

H27 1,615,115 336,314 437,100 113,646 54.9% 

H28 1,291,151 325,096 278,551 64,407 51.7% 

図１ 岩手県における洋野町の位置 
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整備に携わる潜水士として、全国で活躍している。また、県では、後継者の育成や地域の活性化

に意欲的に取り組む漁業者を「岩手県漁業士」として知事が認定しており、洋野町には現在、現

役漁業士が 11 名登録されている。その内５名は種市高等学校の卒業生であることから、当地区

の地域漁業を支える重要な教育機関となっている。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
写真１ 岩盤に整備された増殖溝 

 

 
写真２ ウニまつりの様子（H28） 

満潮時の漁場 干潮時の漁場 
増殖溝 

増殖溝の様子 増殖溝に繫茂するコンブ 
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【漁業種毎の現状と課題】 
１ 採介藻漁業 
ア 現状 

採介藻漁業の主な対象魚種はウニとアワビである。当地区の漁業協同組合はウニの資源維持

のため、毎年、（一社）岩手県栽培漁業協会から種苗約 200 万個を購入し、水深 10m 以上の沖

合の漁場に放流している（図２）。ウニの品質は、餌となる海藻の生育量に大きく左右される

ことから、採介藻漁業者は、海藻が少ない沖合の漁場に生息するウニを、９月〜10 月に海藻

が豊富な増殖溝や周辺の浅場の漁場に移植し、実入りを向上させ、翌年の春季〜夏季に漁獲し

ている。ウニの餌は、餌料用の海藻養殖や海中林の造成のほか、構成員のうち３漁協では、町

外の海藻養殖が盛んな漁協から養殖ワカメ、養殖コンブの不要部分を譲ってもらうなどして確

保している。これらの餌対策は浜毎で独自に実施しており、課題や対策等の情報共有が十分で

きていないのが現状である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 イ 課題 

近年、冬季の水温が高めに推移している影響で、漁場内の海藻の生育量が少ない状況が続

いており、海藻を餌とするウニやアワビの成長や品質に影響が生じている。ウニの品質を維

持するためには、安定して餌を確保する必要があり、これまでの浜毎の対策ではなく、課題

や対策を地域内で共有して、洋野町全体で効率的に実施する必要がある。 
また、漁業者、漁業従事者の減少や高齢化が進んでおり、今後、上記のような沖合の漁

場からのウニ移植作業や海藻給餌等の漁場管理に影響が生じることが懸念されている。その

ため、担い手の確保、漁場管理作業の効率化や人手の確保が必要である。 

 
２ 定置網漁業 
 ア 現状 

定置漁業の主な対象魚種は秋さけである。八木魚市場における漁獲量は、東日本大震災で

図２ ウニ・アワビの種苗放流数（洋野町水産商工課調べ） 
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漁船・漁具等が流失したことにより、平成 23 年度は 250 トンまで落ち込んだ。その後、漁

獲量は徐々に回復してはいるものの、現在も震災前の漁獲量には戻っていない（図３）。平

成 29 年の水揚額は、魚価の高騰に助けられ、震災以降最高となったが、今後も漁獲量が回

復しなかった場合、水産加工業者や流通業者など周辺産業への影響が生じることが懸念され

る。 
 また、震災では有家川サケふ化場、川尻川ふ化場、高家川ふ化場が被災した。有家川ふ化

場は平成 25 年度から放流事業を再開し、平成 29 年には 7,500 千尾の稚魚を生産・放流し

ている。 
定置網の操業は、足場の悪い揺れる船上での作業であり、転倒や転落、クレーンとの接触

など常に危険と隣り合わせである。このため、小子内浜漁協及び種市南漁協では、操業時の

事故を未然に防ぐことを目的に、国土交通省が推奨する船内向け自主改善活動（ＷＩＢ※１）

に平成 28 年から取り組んでおり、Ｈ30 現在、定置網 6 ヶ統中 3 ヶ統に導入されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※１ WIB とは（Work Improvement on Board）船内向け自主改善活動のことであり、「自らの職場を自

ら点検して自ら改善していく」といった考え方に基づき、乗組員全員の積極的なリスク発見への参加、

さらにそのリスクを改善していくことで労働災害防止に努めていくこと。 

 
 イ 課題 
  定置網漁業においては、秋さけの漁獲量安定のために、種卵の確保、健康な稚魚の生産及び

適期放流を継続実施し、回帰率の向上に取り組む必要がある。 
  また、定置網の安全操業のためにこれまで漁協自営定置網では船内向け自主改善活動（ＷＩ

Ｂ）に取り組んでいるが、まだ、民間の小型定置網等では実施されていないため、これらの取

組をさらに波及させる必要がある。 

 
 
 

図３ 八木魚市場における秋さけの漁獲量と水揚額（出典：岩手県水産情報配信システム） 

漁獲量 水揚額 
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３ 漁業担い手の確保・育成 
ア 現状 

  洋野町では、平成 28 年度から漁業振興と地域社会の活性化を図る目的で、新規漁業就業者

及び漁業後継者に対し、初期投資の負担軽減を目的とした奨励金（新規漁業就業者：40 万円、

漁業後継者：20 万円）の交付を開始している（漁業就業者奨励金交付事業）。この事業により、

これまでに 11 名（新規漁業者７名、漁業後継者４名）の漁業就業を後押ししている（平成 30
年６月現在、洋野町水産商工課調べ）。 

また、種市南漁協では、地元の小中学生に漁業に興味を持ってもらうことを目的に、毎年、

水産教室を開催しており、ウニの種苗放流、漁獲（ウニ採り）、加工（塩ウニの製造）を行う

他、修学旅行先の東京にて水産教室で製造した塩ウニを販売する等、一連の過程を学ぶ体験学

習を実施している。 

 
 表２ 正組合員数及び新規就業者の推移                  （単位：人） 

 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 

正組合員数 645 632 613 600 592 580 590 

新規就業者数 11 6 1 2 2 3 8 

                     （構成員である各漁協の業務報告書から算出） 
イ 課題 

  現在の当地区における組合員の年齢構成は、全体でも 66％以上が 65 歳以上の高齢者であり

（表３）、今後ますます組合員数の減少と高齢化が加速するものと推測される。  
品質の高いウニを安定して生産するためには、種苗放流、餌が少ない漁場に生息しているウ

ニを餌の豊富な漁場へ移す移植放流、コンブ等の餌をウニに与える給餌作業等の漁場管理が必

須であり、各漁協ではこれらの漁場管理を組合員の共同作業として実施している。 
組合員数の減少は、生産能力を低下させるだけでなく、適切な漁場管理ができなくなる事態

を引き起こし、持続可能な漁業の実施が困難となる可能性がある。このため、新規漁業者の確

保に努めると同時に、上記の共同作業の効率化を図り、県が定める漁業規則を遵守しながら、

持続可能な漁業を推進していく必要がある。 

 
表３ 漁協別高齢化割合                          （単位：人） 

 種市 玉川浜 戸類家 種市南 小子内浜 全体 

正組合員数 275 26 24 196 69 590 

うち 65 歳以上 192 15 15 128 44 394 

 割合（％） 69 57 63 65 64 66 

                 （平成 29 年 12 月 31 日現在：洋野町水産商工課調べ） 
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（２）その他の関連する現状等 

 洋野町の人口は、16,975 人で、男性 8,241 人、女性 8,734 人、世帯数は 6,842 世帯で、一世

帯あたりの人数は、約 2.5 人である。（洋野町調べ：平成 30 年 3 月末現在） 
 産業別就業者数は、総数 7,774 人で、第１次産業 1,566 人（20.1％）、第２次産業 2,348 人

（30.2％）、第３次産業 3,860 人（49.7％）である（総務省統計局「平成 27 年国勢調査都道府県・

市区町村別統計表」を基に算出）。 
 東日本大震災後は、水産関係の補助事業を活用し、漁船や作業保管施設等の復旧・復興に取り

組んでいる。また、「人づくり（新規就業者の確保・育成）」、「場づくり（漁場の効率的利用や適

正な管理）」、「価値づくり（水産物の付加価値向上や販路開拓）」の３つの視点から構成される「地

域再生営漁計画」を５漁協が策定し、地域漁業の再生に取り組んできた。さらに、採介藻、定置

網漁業、漁船漁業を対象に漁業所得向上とコスト削減に向けた「浜の活力再生プラン」を２地域

再生委員会が策定し、各種取組を実施している。 
三陸沿岸道路の侍浜―八戸区間が平成 32 年度に開通予定であり、青森県域や県沿岸南部、宮

城県などへのアクセス向上と、物流時間の短縮による販路の拡大が期待されている。一方、通過

地点となることで、交流人口の減少が心配されることから、更なる観光 PR 等に力を入れていく

必要がある。 
洋野町は人口減少が続いており、国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計では、平成 52 

年には人口が 10,272 人になると推計されており、人口減少対策が喫緊の課題となっている。行

政機関により、地域活性化や定住・移住促進対策として移住者向けの支援施策を講じているが、

情報発信・魅力発信を更に強化していく必要がある。 

 
３ 競争力強化の取組方針 
（１）機能再編・地域活性化に関する基本方針 

１ ウニを中心とした地域活性化の推進 
「種市ウニぷろじぇくと」の取組をさらに一歩進め、GI 認定によるウニの付加価値向上や

通年出荷体制の構築等、ウニによる地域の活性化を目指す。 
（１）ウニの付加価値の向上 

農林水産省により認定・登録される GI（Geographical Indication：地理的表示保護）制度

は、産品の品質等の確立した特性と当該産地との強い結びつきを保障する知的財産権を保護す

る制度である（図４）。現在、本県で GI 登録されている品目（特定農林水産物）は、「前沢牛」

と「岩手野田村荒海ホタテ」の２品目のみである。この制度は不正表示等を行政が取り締まる

特徴があり、結果、登録された産品と生産地の特徴や品質を保証することで消費者へアピール

する効果がある。また、それ以外の二次的効果として、知名度向上に伴う取引の拡大や価格の

向上、新規就業者の加入等が挙げられている。 



8 
 

洋野町で漁獲されるウニ（特にキタムラサキウニ）は、

三陸の海で育まれた天然のコンブ等を食べているため、

色も良く、味は濃厚で甘みがあり、身も大きいという特

徴があり、消費者の評価も高く、流通過程でも、洋野町

産であることを大きくアピールして取り扱っている。 
よって、当地区では、採介藻漁業者、管内の全漁協及

び町が協力し、特産品であるウニのブランド化によるさ

らなる付加価値向上を図るため、「洋野のウニ」の GI
認定を目指す（写真３）。 

   

写真３ GI を取得する洋野町のウニのイメージ 

 
（２）ウニの通年出荷体制の確立 
  ウニの漁期は、可食部である生殖巣が発達する６月～８月の夏季に限られているが、流通加

工業者からは、通年出荷の要望が強く寄せられている。 
そこで当地区では、採介藻漁業者、管内の漁協及び町は、東京海洋大学や県の水産技術セン

ターと共同でウニを通年出荷する方法の開発に取り組む。当地区で通年での出荷体制を確立で

きれば、価格が上昇する夏季以降（図５）にも継続的にウニを供給でき、これまで以上の所得

向上が期待できる。 

 
 
 
 
 

図４ 農林水産省が承認した特定農林 

水産物に付される GI マーク 
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（３）ウニ直売会の拡大 

種市ウニまつり以外の取り組みとして、一部の漁協は、独自にウニの直売会、朝市等のイベ

ントを開催し大盛況となっている。今後は、この活動を漁協持ち回りで定期的に開催するなど、

地域全体の取組に拡大し、観光客の増加による交流人口の拡大を図る。 

 
２．作業連携・効率化による機能強化 
（１）ウニの餌料対策 

これまで当地区では、品質の高いウニを生産するために、漁協ごとに独自にウニの餌となる

海藻等の海中造林や給餌などの餌料対策に取り組んできたが、これらの情報は地域内で共有さ

れておらず、その規模や方法は組合ごとに異なっていた。 
ウニの GI 認定を目指すにあたり、地域全体で一定レベル以上の品質のウニを安定生産する

必要があることから、餌料対策についても組合ごとにバラバラに行うのではなく、地域が一体

となって取り組む必要がある。 
そこで、これまで各漁協が独自に行ってきたウニの餌料対策の取組事例を、地域内で共有す

るための「餌料対策マニュアル」を作成し、マニュアルに基づく効率的な餌料対策に取り組む

こととする。 
  また、ウニの餌料として、町外の海藻養殖が盛んな漁協からワカメ、コンブの不要部分を入

手していた漁協は、餌料の運搬を共同で行い、運搬経費の削減に取り組むこととする。 

 
（２）漁業向け WIB 認証の取得 

定置漁業者は、安全操業のため、一般社団法人自主改善活動協会による WIB（船内労働安

全衛生マネジメントシステム）認証の取得に取り組み、リスク管理と労働環境環善を積極的に

図５ 東京都中央卸売市場における生ウニ単価の推移（出典：東京都中央卸売市場統計情報） 
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行い、労働災害防止を徹底するとともに、地域内の漁船漁業者への普及を図る。

（３）機械化・省エネ機器導入の推進

漁船漁業者は、漁船の燃油が支出に占める割合が高いことから、燃油消費を抑制するための

エンジン換装等を推進し、さらに減速航行等の取組によりコストの削減を図る。さらに、各漁

協では、燃油の高騰によるコスト圧迫に備えるために、組合員に対する漁業経営セーフティー

ネット構築事業への参加推進を促し、省エネ機器の導入等によるコスト削減を図る。

（４）研修会・講習会の開催

 全漁協、町及び県は、作業人員の減少や水揚げ量減少などの課題を共有し、地域の共通課題

の解決方法等を探る場として、研修会や講習会を開催する。

（５）漁港施設の機能強化及び集約化への取組

漁船航行に支障の出ている漁港泊地の浚渫と併せて、防砂堤、サンドポケットによる泊地

堆砂抑制対策を行うことによって、漁獲物の陸揚作業や上下架時作業時間の短縮、操業日数

の増加による生産性の向上を図るとともに、漁船入港や漁船上の作業に対する安全な利用環

境を確保する。

生産者の減少が進み、利用者が少なくなった漁港施設は、関係者合意のもと近隣施設との機

能集約により維持管理費を縮減するとともに、港内をナマコの増殖場やウニの一時蓄養場に利

用するなど、新しい活用方法を検討する。

（２）中核的担い手の育成に関する基本方針

１．新規就業者の確保と育成

（１）就業のきっかけづくり

岩手県立種市高等学校海洋開発科は、土木・工業系潜水士の人材育成を目的としたコースで

あるが、潜水士への就業後に地元に戻り、採介藻漁業者となる者も多い。現在、県では、地域

をリードし、優れた経営能力を有し、後継者の育成に意欲的に取り組む漁業者を岩手県漁業士

として認定しており、洋野町管内の現役漁業士 11 名の内５名（内１名は普通科）が種市高等

学校の卒業生である。また、当地区の漁業士は、同漁業士会の会長職等も務めており、種市高

等学校海洋開発科は同地区の地域をリードする漁業者の教育機関であると言える。

そこで今後、新規漁業者の確保・育成のために、管内の全漁協と町、県が協力し、県立種市

高等学校海洋開発科の生徒を対象に将来的に漁業へ就業するきっかけづくりの一つとして、同

校海洋開発科の生徒を対象とした採介藻漁業等の漁業体験（ウニ移植作業等）を実施し、漁業

就業への促進を目指す。

また、これまでと同様に種市南漁協で小中学生を対象にウニ採り、塩ウニ製造、製造した塩

ウニの販売などを体験してもらう水産教室を継続するとともに、各漁協でも水産教室の実施に

ついて検討する。
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（２）就業者の受入・支援体制の整備 
  当地区で漁業就業を目指す者や U ターン者等の新規就業希望者の受け入れと支援体制を整

えるため、漁協、町及び県を構成員とする洋野町漁業担い手対策協議会（仮）を設置し、地区

内の就業希望者の発掘や若手漁業者に対する知識の習得に向けた支援等、漁業就業希望者に対

する支援を総合的に行う。加えて、洋野町が平成 28 年度から実施している漁業就業者奨励金

交付事業により新規就業者の地域への定着を促す。 
 県では、漁協、市町村、（公財）岩手県漁業担い手育成基金、水産関係機関と連携して設立

する漁業研修制度（（仮称）いわて水産アカデミー）を平成 31 年度に開始予定である。そのた

め、当委員会は、洋野町漁業担い手対策協議会（仮）と協力し、現地での漁業技術研修の受入

先となる漁業者等のリストアップや研修生が現地で漁業研修を行う際に必要な住居地の斡旋

（町が情報提供している空き家バンクを活用）や町の定住化促進事業の情報提供、漁協女性部

との交流や地域イベントへの招待等の受入体制の構築や地域への定着支援等を行う。 

 
２．中核的担い手の育成 
（１）本県では、平成 28 年 3 月に策定した岩手県漁業担い手育成ビジョン（平成 28 年～31 年

度）において、漁業担い手を「意欲を持って漁業生産に取り組み、消費者に水産物を継続的

に提供する規模や能力を有する者（経営体）及びこれを目指して経営改善に取り組む者（経

営体）」としている。よって、当委員会では上記の条件を満たし、かつ水産庁が示した下記

の要件（規模・能力）を有する者（経営体）を中核的担い手と位置づけ、その育成を目指す。 
 〈中核的担い手の要件〉 

① 人的要件：個人・法人を問わず広域水産業再生委員会の方針に基づき、自らの漁業経営

改善・向上に意欲があり、将来にわたり漁業を営む者。 
② 年齢基準：個人の場合、原則 55 歳未満とする。ただし、55 歳以上の者が漁家経営者で

あり、45 歳未満の後継者が確保されていることが確認できた場合に限り、当該経営者と

後継者を担い手と位置付ける。法人の場合、基準は設けない。 
③ 所得基準：将来的に漁業所得向上または経営安定が見込まれること（今後 5 年間の経営

計画にて確認。法人の場合、償却前利益の有無にて判定。）。 
（２）漁協は、これら漁業者を中核的担い手として広域再生委員会に届け出る。 
（３）広域再生委員会は、届出のあった中核的担い手を会員会議で認定する。また、認定した中

核的担い手が必要とする漁船・漁具等を確保するに当たり、競争力強化型機器等導入緊急対

策事業や水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業の導入などにより支援し、経営基盤の強化

や経営改善を促進する。 

 
（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置 
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 各漁協においては、以下の項目を遵守することにより、その効果を担保する。

【共通】

（１）資源管理計画による漁業資源の維持管理（定置漁業、採介藻（アワビ）漁業）を遵守する。 
【採介藻漁業】

（１）区画漁業権及び共同漁業権の管理と行使に関する必要な事項を定めた漁業権行使規則を遵

守する。

【漁船漁業、定置網漁業】

（１）岩手県漁業調整規則による操業期間、操業区域、操業時間、漁獲サイズ、漁具等規制を遵

守する。

（２）岩手県海区漁業調整委員会指示によるサケ・マスの採捕の制限、定置漁業の保護区域の設

定等に基づく適正操業を徹底する。

（３）共同漁業権行使規則による操業期間、操業区域、漁具・漁法等の規制措置を徹底する。

（４）具体的な取組内容（年度ごとに数値目標とともに記載）

１年目（平成３０年度）

取組内容 【付加価値の向上に向けた機能強化】 

１．GI 登録に向けた取組 
洋野町のウニの GI 登録に向け、県内外の先進地を訪問し、情報収集する

とともに、地元漁業者、流通・加工業者を対象に、GI 登録の理解を深めるた

めの講習会を開催する。（活用する支援措置：①）

２．ウニの通年出荷体制の確立

ウニ通年出荷に向けた試験研究について、東京海洋大学及び岩手県水産

技術センターと協議する。（活用する支援措置：②） 

３．ウニ直売会の拡大 

  直売会の拡大について、漁業者と意見交換を行い、実施に向けた意識醸

成を図る。 

【作業連携・効率化による機能強化】 

４．餌対策の効率化 

現在、各浜で実施している餌料対策の情報を漁協から収集し、餌料対策を

効果的に行うためのマニュアルを作成する。（活用する支援措置：②） 

５．漁業向け WIB 認証の取得 
定置網漁業者に対する安全操業のための WIB（船内労働安全衛生マネジ

メントシステム）についての講習会を開き、漁業者の安全管理に対する理
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解を深める。

６．機械化・省エネ機器導入等の推進

漁船の燃油が支出に占める割合が高いことから、燃油消費を抑制するた

めのエンジン換装等を推進し、さらに減速航行等の取組によるコストの削

減を図る。（活用する支援措置：③） 

また、各漁協では、燃油の高騰によるコスト圧迫に備えるために、組合

員に対する漁業経営セーフティーネット構築事業への参加推進を促す。（活

用する支援措置：④） 

７．研修会・講習会の開催

水揚量の減少や地域で共通する潜水作業に伴う安全操業についての解決

方法等を探る場として研修会や講習会を開催する。 

８．漁港施設の機能強化及び集約化への取組 

  聞き取り調査等により、地域内の漁港施設の利用状況と今後の利用見込

みを把握する。 

【中核的担い手の確保・育成】 

９．新規就業者の確保と育成  

広域再生委員会は町と協力し、漁業就業希望者を確保・育成するため洋

野町漁業担い手対策協議会（仮）を設立する。また、平成31年度から設立

される（仮称）いわて水産アカデミーの研修生を受け入れる指導漁業者の

リストアップ等を行い、研修生の受け入れ体制の準備を進める。

また、町の事業を活用し、地域の新規就業者の組合員取得を支援する。

（活用する支援措置：⑤、⑥） 

10．中核的担い手の育成 

広域再生委員会は、中核的担い手となる候補者をリストアップし、要件

に適合するかを調査した後、中核的担い手と認定し、必要とする漁船等の

確保にあたり、漁船リース事業の導入を支援する。（活用する支援措置：⑦） 

活用する支援

措置等

①地域再生営漁計画（県）

②広域浜プラン緊急対策事業（国）

③競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）

④漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

⑤漁業就業者奨励金交付事業（町）

⑥漁業人材育成総合支援事業（国）
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⑦浜の担い手漁船リース緊急事業（国）

２年目（令和元年度）

取組内容 【付加価値の向上】 

１．GI 登録に向けた取組 
洋野町のウニのGI登録のために、関係者で協議し、洋野町のウニの品質

基準を決定する。（活用する支援措置：①） 

２．ウニの通年出荷に向けた取組

東京海洋大学及び岩手県水産技術センターと協力し、ウニ通年出荷に向

けた試験研究を実施する。（活用する支援措置：②） 

３．ウニ直売会の拡大 

  直売会の拡大について、漁業者の意見を集約し、開催に向けた具体的な

方針を作成する。 

【作業連携・機能強化】 

４．餌対策の効率化 

効果的な餌対策を実践するために、地元漁業者への説明会を開き、実践

に向けた体制を整える。（活用する支援措置：②） 

５．漁業向け WIB 認証の取得 
定置網漁業者に対する安全操業のための WIB（船内労働安全衛生マネジ

メントシステム）の認証を２漁協で取得し、引き続き漁業者の安全管理に

対する理解を深める。

６．機械化・省エネ機器導入等の推進

漁船の燃油が支出に占める割合が高いことから、燃油消費を抑制するた

めのエンジン換装等を推進し、さらに減速航行等によるコスト削減の取組

を引き続き推進する。（活用する支援措置：③） 

また、各漁協では、燃油の高騰によるコスト圧迫に備えるために、組合

員に対する漁業経営セーフティーネット構築事業への参加を引き続き促進

する。（活用する支援措置：④） 

７．研修会・講習会の開催
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水揚量の減少や地域で共通する潜水作業に伴う安全操業についての解決

方法等を探る場として研修会や講習会を引き続き開催する。 

８．漁港施設の機能強化及び集約化への取組 

現状把握の結果、利用者が少なく今後も十分な利用が見込めない施設が

あれば、近隣施設との機能集約を含め今後の活用方法を検討する。 

【中核的担い手の確保・育成】 

９．新規就業者の確保と育成  

広域再生委員会は、洋野町漁業担い手対策協議会（仮）と協力し、（仮

称）いわて水産アカデミーの研修生や地元の若者を中心とした漁業就業希

望者への就業・定着に向け、地域イベントへの招待や地元漁業者との交流

等の支援を開始する。また、町の事業を活用し、地域の新規就業者の組合

員取得を引き続き支援する。（活用する支援措置：⑤、⑥） 

10．中核的担い手の育成 

広域再生委員会は、中核的担い手となる候補者を認定し、必要とする漁

船等の確保にあたり、漁船リース事業の導入を引き続き支援する。（活用す

る支援措置：⑦）

活用する支援

措置等

①地域再生営漁計画（県）

②広域浜プラン緊急対策事業（国）

③競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）

④漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

⑤漁業就業者奨励金交付事業（町）

⑥漁業人材育成総合支援事業（国）

⑦浜の担い手漁船リース緊急事業（国）

３年目（令和２年度）

取組内容 【付加価値の向上】 

１．GI 登録に向けた取組 
GI登録に必要な書類を作成し、農林水産省に申請するとともに、必要に

応じて農林水産省が行う審査や現地調査へ対応する（活用する支援措置：

①） 

２．ウニの通年出荷に向けた取組

東京海洋大学及び岩手県水産技術センターと協力し、ウニ通年出荷に向

けた試験研究を引き続き実施する。（活用する支援措置：②） 
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３．ウニ直売会の拡大 

  前年に策定した方針に基づき、地域内１箇所で新規の直売会を試験開催

する。 

【作業連携・機能強化】 

４．餌対策の効率化 

それぞれの浜で海中林の造成や延縄施設による餌の生産に取り組む。地

域外から餌料を入手している浜は、共同で餌料を運搬し、経費削減に取り

組む。（活用する支援措置：②） 

５．漁業向け WIB 認証の取得 
定置網漁で取得した WIB（船内労働安全衛生マネジメントシステム）の

ノウハウを地区内の漁船漁業者へ普及する。

６．機械化・省エネ機器導入等の推進

漁船の燃油が支出に占める割合が高いことから、燃油消費を抑制するた

めのエンジン換装等を推進し、さらに減速航行等によるコスト削減の取組

を引き続き推進する。（活用する支援措置：③） 

また、各漁協では、燃油の高騰によるコスト圧迫に備えるために、組合

員に対する漁業経営セーフティーネット構築事業への参加を引き続き促進

する。（活用する支援措置：④） 

７．研修会・講習会の開催

水揚量の減少や地域で共通する潜水作業に伴う安全操業についての解決

方法等を探る場として研修会や講習会を引き続き開催する。 

８．漁港施設の機能強化及び集約化への取組 

集約化について関係者に方針を説明し、合意形成を図る。必要に応じて

関係機関との調整や事務手続きを行う。 

【中核的担い手の確保・育成】 

９．新規就業者の確保と育成  

広域再生委員会は、洋野町漁業担い手対策協議会（仮）と協力し、（仮

称）いわて水産アカデミーの研修生や地元の若者を中心とした漁業就業希

望者への就業・定着に向け、地域イベントへの招待や地元漁業者との交流、

組合員取得の支援等の取組を引き続き行う。（活用する支援措置：⑤、⑥） 
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10．中核的担い手の育成 

広域再生委員会は、中核的担い手となる候補者を認定し、必要とする漁

船等の確保にあたり、漁船リース事業の導入を引き続き支援する。（活用す

る支援措置：⑦）

活用する支援

措置等

①地域再生営漁計画（県）

②広域浜プラン緊急対策事業（国）

③競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）

④漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

⑤漁業就業者奨励金交付事業（町）

⑥漁業人材育成総合支援事業（国）

⑦浜の担い手漁船リース緊急事業（国）

４年目（令和３年度）

取組内容 【付加価値の向上】 

１．GI 登録に向けた取組 
GI 登録を完了させ、洋野町のウニの PR 活動を首都圏等で開催する。（活

用する支援措置：①）

２．ウニの通年出荷に向けた取組

東京海洋大学及び岩手県水産技術センターと協力し、開発したウニ通年

出荷の技術を活用した商品の製造を開始する。 

３．ウニ直売会の拡大 

 前年の試験開催の結果を踏まえ、さらに新たに１箇所で直売会を開催す

る。 

【作業連携・機能強化】 

４．餌対策の効率化 

  それぞれの浜で海中林の造成や延縄施設による餌の生産に引き続き取り

組む。地域外から餌料を入手している浜は、共同で餌料を運搬し、経費削

減に引き続き取り組む。 

５．漁業向け WIB 認証の取得 
定置網漁で取得した WIB（船内労働安全衛生マネジメントシステム）の

ノウハウを引き続き漁船漁業者へ普及する。
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６．機械化・省エネ機器導入等の推進

漁船の燃油が支出に占める割合が高いことから、燃油消費を抑制するた

めのエンジン換装等を推進し、さらに減速航行等によるコスト削減の取組

を引き続き推進する。（活用する支援措置：③） 

また、各漁協では、燃油の高騰によるコスト圧迫に備えるために、組合

員に対する漁業経営セーフティーネット構築事業への参加を引き続き促進

する。（活用する支援措置：④） 

７．研修会・講習会の開催

水揚量の減少や地域で共通する潜水作業に伴う安全操業についての解決

方法等を探る場として研修会や講習会を引き続き開催する。 

８．漁港施設の機能強化及び集約化への取組 

  漁船航行に支障の出ている漁港泊地の浚渫を行うとともに、防砂堤、サ

ンドポケットによる泊地堆砂抑制対策を行う。

集約化について、方針に基づき、効率的な施設利用に努め、機能集約に

よる維持管理経費の縮減など経営基盤の安定を図る。

【中核的担い手の確保・育成】 

９．新規就業者の確保と育成  

広域再生委員会は、洋野町漁業担い手対策協議会（仮）と協力し、（仮

称）いわて水産アカデミーの研修生や地元の若者を中心とした漁業就業希

望者への就業・定着に向け、地域イベントへの招待や地元漁業者との交流、

組合員取得の支援等の取組を引き続き行う。（活用する支援措置：⑤、⑥） 

10．中核的担い手の育成 

広域再生委員会は、中核的担い手となる候補者を認定し、必要とする漁

船等の確保にあたり、漁船リース事業の導入を引き続き支援する。（活用す

る支援措置：⑦）

活用する支援

措置等

①地域再生営漁計画（県）

③競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）

④漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

⑤漁業就業者奨励金交付事業（町）

⑥漁業人材育成総合支援事業（国）

⑦浜の担い手漁船リース緊急事業（国）

⑧水産業競争力強化漁港機能増進事業（国）
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５年目（令和４年度）

取組内容 【付加価値の向上】 

１．GI 登録に向けた取組 
洋野町のウニのPR活動を首都圏等で引き続き開催する。（活用する支援

措置：①） 

２．ウニの通年出荷に向けた取組

東京海洋大学及び岩手県水産技術センターと協力し、開発したウニ通年

出荷の技術を活用して製造した商品を試験的に販売する。 

３．ウニ直売会の拡大 

直売会を全漁協で実施する。 

【作業連携・機能強化】 

４．餌対策の効率化 

  それぞれの浜で海中林の造成や延縄施設による餌の生産に引き続き取り

組む。地域外から餌料を入手している浜は、引き続き共同で餌料を運搬し、

経費削減に取り組む。（活用する支援措置：②） 

５．漁業向け WIB 認証の取得 
定置網漁で取得した WIB（船内労働安全衛生マネジメントシステム）の

ノウハウを引き続き漁船漁業者へ普及するとともに、WIB の徹底を図る。 

６．機械化・省エネ機器導入等の推進

漁船の燃油が支出に占める割合が高いことから、燃油消費を抑制するた

めのエンジン換装等を推進し、さらに減速航行等のコスト削減による取組

を引き続き推進する。（活用する支援措置：③） 

また、各漁協では、燃油の高騰によるコスト圧迫に備えるために、組合

員に対する漁業経営セーフティーネット構築事業への参加を引き続き促進

する。（活用する支援措置：④） 

７．研修会・講習会の開催

水揚量の減少や地域で共通する潜水作業に伴う安全操業についての解決

方法等を探る場として研修会や講習会を引き続き開催する。 

８．漁港施設の機能強化及び集約化への取組 

引き続き、効率的な施設利用に努め、機能集約による維持管理経費の縮
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減など経営基盤の安定を図る。

【中核的担い手の確保・育成】 

９．新規就業者の確保と育成  

洋野町漁業担い手対策協議会（仮）と協力し、（仮称）いわて水産アカ

デミーの研修生や地元の若者を中心とした漁業就業希望者への就業・定着

に向け、地域イベントへの招待や地元漁業者との交流、組合員取得の支援

等の取組を引き続き行う。（活用する支援措置：⑤、⑥） 

10．中核的担い手の育成 

広域再生委員会は、中核的担い手となる候補者を認定し、必要とする漁船

等の確保にあたり、漁船リース事業の導入を引き続き支援する。（活用する支

援措置：⑦）

活用する支援

措置等

①地域再生営漁計画（県）

③競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）

④漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

⑤漁業就業者奨励金交付事業（町）

⑥漁業人材育成総合支援事業（国）

⑦浜の担い手漁船リース緊急事業（国）

※「活用する支援措置等」は、活用を予定している国（水産庁以外を含む。）、地方公共団体

等の補助金・基金等を記載。ただし、本欄への記載をもって、事業の活用を確約するもの

ではない。

（５）関係機関との連携

 プランに掲げる機能再編等及び中核的担い手の育成に係る取組を確実に実施し、効果が最大限

に発揮できるよう、水産庁、岩手県（岩手県農林水産部水産振興課、県北広域振興局水産部、水

産技術センター）、洋野町、岩手県漁連他水産関係団体、地元高等学校、その他試験研究機関等

より指導協力を仰ぐこととする。

（６）他産業との連携

農業や商工業と連携を図り、「種市ウニまつり」をはじめとした各種地元イベント等において

協力し、地場産品の PR や販売促進活動を積極的に展開し、地域の認知度向上と産業全体の活性

化を図る。

観光業との連携として、増殖溝見学や漁業体験などの体験型観光の導入について検討する。

４ 成果目標

（１）成果目標の考え方
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１．ウニの単価向上

地区内の採介藻漁業に共通するウニについて、目標年（平成 34 年）において、過去 5 年間

のうち最上位と最下位を除く 3 年間の平均単価の 10％向上を成果目標とする。 
２．新規就業者数

直近 7 年間の正組合員加入人数から 7 中 5 方式（連続する 7 年間のうち最大値と最小値を除

く中庸 5 年間の平均）で計算した平均加入人数に県の担い手対策により増加が見込まれる人数

を加えた人数を成果目標とする。

３．定置網の WIB 認定ヶ統数 
定置網の安全操業のため、地域内の全ての定置網（6 ケ統）が WIB 認証を取得すること

を成果目標とする。

（２）成果目標

ウニの単価向上（円／㎏）

基準値比 1.1 倍以上

基準年 H25～29 年度： 9,691 円／㎏ 

目標年 H34 年度 ：10,660 円／㎏ 

新規就業者数（人）
基準年 H23～29 年度：４人／年 

目標年 H34 年度  ：７人／年

定置網の WIB 認定ヶ統数 
基準年 H29 年度：０ケ統 

目標年 H34 年度：６ケ統 

（３）上記の算出方法及びその妥当性

１．ウニの単価向上

洋野町のウニの GI 認定を含めた付加価値向上、販売促進 PR を実施することから基準年に

おける単価の向上を目標として設定することとした。

地区内の漁協ごとのウニのむき身１㎏あたりの平均単価を算出し、さらにその平均単価を用

いて年度別に 5 中 3 方式（連続する 5 年間のうち最大値と最小値を除く中庸 3 年間の平均）

による平均単価を基準値として算出し、10％アップを目指すもの。 

◯ウニ単価（生むき身 1 ㎏）の推移   （単位：円）

H25 H26 H27 H28 H29 5 か年平均 

種市 8,899 10,314 7,273 9,774 12,274 9,706 

玉川浜 8,123 10,219 7,200 9,550 12,641 9,546 

戸類家 9,227 10,719 7,415 9,796 12,560 9,943 

種市南 9,119 10,038 7,198 10,107 13,232 9,938 

小子内浜 9,213 10,165 7,254 10,104 13,993 10,145 

5 漁協平均 8,916 10,291 7,268 9,866 12,940 
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（出典：岩手県漁連共販関係統計資料）

5 中 3 方式による平均単価 9,691 円 
単価向上 9,691 円×1.1 倍＝10,660 円／㎏（目標値） 

２．新規就業者数

過去 7 年間の正組合員加入人数から 7 中 5 方式（連続する 7 年間のうち最大値と最小値を

除く中庸 5 年間の平均）で平均加入人数を計算すると、平均 4 人となる。 
県の担い手対策計画である「岩手県漁業担い手育成ビジョン」では、基準年の平成 26 年の

新規就業者数を 40 人、計画最終年度の平成 31 年の目標値を 65 人としている（県全体の増加

率：｛(65 - 40)÷40 ＝ 0.625）｝。そのため、当地区の基準数（４人）に県全体の増加率を乗じ

た増加人数（４×0.625 ＝ 2.5 人）を加え、約 7 人を目標値とした。 
◯新規就業者の推移（再掲載）  （単位：人）

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 

新規就業者数 11 6 1 2 2 3 8 

（構成員である各漁協の業務報告書から算出）

３．定置網の WIB 認定ヶ統数 
現在、小子内浜漁協及び種市南漁協等の定置網 3 ヶ統で船内向け自主改善活動に取り組ん

でいるが、WIB 認証は取得していない状況である。そのため、上記を含む洋野町管内の定

置網全 6 ヶ統中での WIB の認証取得を目標値とした。 

５ 関連施策

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性

事業名 事業内容及び浜の活力再生広域プランとの関係性

①地域再生営漁計画（県） ①地域の復旧・復興状況等の実情に即して、漁協が地域再生

営漁計画を策定し、県が認定することにより、漁協を核と

する地域漁業の人づくり、場づくり及び価値づくりの活動

を支援する。

②広域浜プラン緊急対策事業

（国）

②広域浜プランに基づく取組を具体的に進めていくため、研

究事業または実証事業を実施する。

③競争力強化型機器等導入緊急

対策事業（国）

③燃油消費量の削減が見込める機器を導入することで、漁業

経費の圧縮を図り、漁家所得を向上させ、市場競争力の強

化を目的とする。

④漁業経営セーフティーネット

構築事業（国）

④原油価格が高騰した際の漁業用燃油等の値上がりに備え、

漁業経費の圧縮を図り、漁家所得の向上を目的とする。
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⑤漁業就業者奨励金交付事業

（町）

⑥漁業人材育成総合支援事業

（国）

⑦浜の担い手漁船リース緊急事

業（国）

⑧水産業競争力強化漁港機能

増進事業（国）

⑤新規漁業就業者及び漁業後継者に対して、漁協組合員資格

を取得又は承継した際に奨励金を交付する。

⑥漁業学校等で学ぶ研修生や長期研修制度を利用する新規就

業者に対する資金の交付や収益力向上を目指す若手漁業

者に対して経営管理の知識や技術的ノウハウ等の習得を

支援する。

⑦中核的漁業者として位置づけられた者が所得向上に取り組

むために必要な中古漁船または新造漁船を円滑に導入で

きるように支援する。

⑧漁船航行に支障の出ている漁港泊地の浚渫を行うととも

に、防砂堤、サンドポケットによる泊地堆砂抑制対策を

行う。


